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おわりに
はじめに
国連カンボジア暫定統治機構 (UNTAC) による統治下で始まり，その撤退
後は主にローカルの人権NGOを中心として実施されてきたカンボジアにおけ
る人権教育を分析することで，移行期のカンボジアにおいて人権が定着化して
いく過程の特徴を分析するのが，本稿の目的である叫パリ和平協定を根拠と
し， UNTACの任務のひとつでもあった人権の普及活動によって，国際人権
思想や規範がカンボジアに導入されることになった。そうした国際人権の基礎
的な知識をカンボジアの人びとにどのようにして理解してもらうかが現実の課
題となった。その意味で，（国際）人権規範をローカルで適用，土着化する実
践的な過程を意味する「人権のヴァナキュラー化」2)を分析する上で，移行期
1) 本稿では， UNTAC撤退 (1993年9月）以降の約10年間のカンボジア人権 NGO
による人権教育の事例を分析する。
2) 本稿では， Vernacularという英語を「ヴァナキュラー」というカタカナ表記／
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のカンボジアは最適の事例国である。
人権に関する知識やスキルの伝達および態度の形成を通じて「普遍的な人権
文化」を構築するという人権教育の目的を実現するためには，さまざまな国や
ローカルの価値観を利用することがひとつの鍵となる。この点は，後述するよ
うに国連文書でも繰り返し強調されている。いわば，人権教育は人権と道徳・
文化が交差する領域を扱う 。この点に，人権のヴァナキュラー化を考察する対
象として人権教育を取り上げる最大の理由がある。人権の知識や概念を教える
作業においてローカルな価値観がどのように， どの程度まで活用され，どのよ
うな影響を与えるのかに，人権のヴァナキュラー化の作業 （または現象）が集
約されるからである。
人権のヴァナキュラー化の事例として，カンボジアにおけるさまざまなロー
カル人権NGOによる仏教を触媒とした人権教育を分析対象とするのは，次の
理由からである。第 1に，ローカル人権 NGOは，国際社会（国際人権）と
ローカルの草の根の人びと（および価値観）を結ぶ「媒介者」・「中間者」であ
るという点である。その意味で，ローカル人権NGOは人権のヴァナキュラー
化を推進する鍵となる存在である。第 2は，人権教育を通した人権のヴァナ
キュラー化を推進するさいに上座仏教という文化的資源が存在するという点で
ある。カンボジア人は 9割以上が上座仏教徒であり，人びとの価値観の形成に
上座仏教の教義が大きな影響を与えている。仏教寺院は人びとの心の拠り所・
コミュニティの中心地であり，仏教僧は道徳の教師・尊敬の対象でもある叫
＼で使用するのは，次のような理由からである。一般的に（国際）人権は「普遍的」
であると自明視される場合が多い。しかし，その基礎には明らかに西洋のリベラル
な人権概念が反映されており，そして， リベラルな人権概念が形成される過程で見
捨てられてきた （特に非西洋の）価値観にもそれと機能的に等価な人権概念がある
と筆者は考える。そうしたリベラルからは無視されてきたが，非西洋社会に内在す
る多様な豊かさをもつ価値観を再帰的に評価した人権概念を強調したいがために
ー一それを表現するのに適当な日本語がないので一ーヴァナキュラーという言葉を
用いる。この点については，［木村 2015]第3章第3節を参照。同じような趣旨か
ら，田辺明生は 〈ヴァナキュラー・デモクラ シー〉という言葉を使っている［田辺
2010]第 8章。
3) この点については，［清水 1997]118-152頁を参照。
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人権のヴァナキュラー化に関する先行研究は，それを現実に推進する上で存
在する力関係から，国際人権の思想や規範をローカルの人びとへ直線的に（上
から下へと）適合するための技術的方法論に関心を向け，そう見なされる傾向
が強い。本稿では，ローカルの人権NGOが伝統的な文化的資源を戦略的に活
用して国際人権規範をヴァナキュラー化する内発的側面を，「戦略的な人権の
ヴァナキュラー化」として積極的に評価する。
カンボジアのローカル人権NGOによる仏教に根ざした人権教育は，さまざ
まな国の独自の価値観にインスピレーションを得た人権教育の代表例として国
際社会でも知られている。その意味で，伝統的な文化的価値観を巧みに利用し
た人権教育のグッド・プラクティスとされるカンボジアの事例を分析すること
は，他の国における人権教育による人権のヴァナキュラー化を考察するさいの
リーデイングケースになると考えられる。
以下，本稿は，次のように展開する。第1章では，人権教育と人権のヴァナ
キュラー化との接点についてのべる。人権教育に関する議論を経て起草・採択
された国連文書において，人権教育を実施するさいに各国やローカルの文化的
価値観を積極的に活用することが人権文化の構築によって有効な手段であるこ
と規定している点を確認する。この点が，国際人権規範をローカルで土着化す
る営みである人権のヴァナキュラー化と重なる関心事である。第2章は，カン
ボジアにおける人権教育について考察する。その軌跡を簡潔に振り返った後に，
4つのローカル人権NGOによる仏教を媒介とした人権教育の事例を報告し，
なぜ人権教育において仏教的価値観を積極的に活用したのかという理由を説明
する。その上で， 3つのローカル人権NGOによる特定の人権教育の調査と 2
種類のサンプル調査を紹介して，人権教育の効果・影響について言及する。第
3章では，カンボジアにおけるローカル人権NGOによる仏教を戦略的に活用
した人権教育が，人権のヴァナキュラー化の視点から見てどのように評価され
るのかについて分析する。最後に，カンボジアにおける仏教を媒介とした人権
教育の事例は，カンボジア的な色彩を持った普遍的な人権文化の構築であり，
ローカルの文化的資源を最も戦略的に利用した人権のヴァナキュラー化である
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と結論する。
第1章 人権教育と人権のヴァナキュラー化
1. 人権教育における人権と文化の議論
国連において人権教育に関する議論をリードしてきたのは，「教育，科学及
び文化を通じて諸国民の間の協力を促進することによって，平和及び安全に貢
献する」ことを目的とするユネスコであった叫しかし，冷戦崩壊後に多発し
た宗教や民族をめぐる内戦の原因に対する応答から，総会や人権理事会といっ
た国連本体の機関において，人権教育についても討議されるようになった。そ
の端緒となったのが，ウィーンで開催された世界人権会議 (1993年6月）で
あった。そこでは「ウィーン宣言及び行動計画」5)が採択され，第I部のDに
おいて「人権教育」の項目が設けられ， 5ヵ条の条文が挿入された。そのなか
で「人権分野における教育活動を促進し，奨励し，及びこれらに焦点をあてる
ために，人権教育のための国際連合の10年の宣言がなされなければならない」
（パラグラフ 82) と規定された。
この規定を受けて， 1994年12月23日，第49回国連総会決議で「人権教育のた
めの国連10年」総会決議（以下， 10年総会決議と略）が採択された。この決議
の付帯文書である「人権教育のための国連10年 (1995-2004)行動計画」（以下，
10年行動計画と略）では，人権教育が「知識と技術の伝達及び態度の形成を通
じ，人権という普遍的文化を構築するために行う研修，普及及び広報努力」
(I -2) 5) と定義された。それまでユネスコにおいて，国際教育，平和教育，
民主主義教育などとの関係で語られてきた人権教育が，「10年総会決議」およ
び「10年行動計画」によって初めて人権教育だけに限って，その重要性が国際
4) その成果については， ［生田 2005]第 1章を参照。
5) 「ウィーン宣言及び行動計画」の日本語訳は，［江橋監修 1996]に所収されてい
る日本語訳を参照。
6) 「人権教育のための国連10年 (1995-2004)行動計画」の日本語訳については，
アジア・太平洋人権情報センターのウェブサイトを参照。http://www.mofa.go.jp/ 
mof aj/ gaiko/jinken/kyoiku/ pdfs/k_keikaku3.pdf 
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社会で確認された。
この人権教育の定義は，その後の人権教育に関する国際人権文書においても
ほとんど同じ表現で踏襲されている。「10年行動計画」の終了後に予定された
初等・中等教育における人権教育の実施内容を定めた「人権教育のための世界
プログラム第 1段階 (2005年-2007年）のための修正行動計画」（第59回国連総
会， 2005年 3月2日採択）では，「人権教育とは，知識及びスキルの伝達なら
びに態度の形成を通じて普遍的な人権文化を構築することを目的とした教育，
研修および広報」7)であると記され，「10年行動計画」における定義と同じであ
る。さらに，「人権教育および研修に関する国連宣言」 (2011年3月23日の国連
人権理事会決議 16/1により採択， 2011年12月の第66回国連総会決議で採択）
では，「人権教育と研修は，人権および基本的自由の普遍的尊重と遵守を目的
に，人権の普遍的な文化を築き発展させることに人びとが貢献できるよう，エ
ンパワーするための，あらゆる教育，研修，情報および啓発・学習活動から成
る。それゆえ，人権教育は知識とスキルと理解を与え，態度と行動を育むこと
によって，とりわけ人権の侵害と乱用の防止に貢献する。」（第 2条）8) と規定
された。
このように， 1990年代以降に国連で作成された人権教育に関する文書におい
て，キーワードとなっているのが「普遍的な人権文化」の構築であることが分
かる。ただし，この人権教育の鍵概念である「普遍的な人権文化」については，
国際人権文書において明確な定義はなされていない。しかし，人権文化を世界
中に構築するためには，文化的・宗教的・歴史的に多様な国・地域の文化の差
異に配慮することが求められる。そこで，人権教育に関する国際文書において
も，人権教育を実施する上で必要だと考えられる人権と文化の関係について一
定の言及がなされている。
7) 「人権教育のための世界プログラム第 1段階 (2005年-2007年）のための修正行
動計画」の日本語訳は， ［平沢 2005] に所収の日本語訳を参照。
8) 「人権教育および研修に関する国連宣言」の日本語訳は，アジア・太平洋人権
情報センターのウェブサイトを参照。http://www.hurights. or. jp/ archives/ 
promotion -of-education/ post-5.h tml 
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「10年行動計画」においては，「一般的指導原則」において「人権教育の諸
活動は，効果を高めるために，学習者の日常生活と関連づけたやり方で行われ
る。そして，人権を抽象的な規範の表明としてではなく，自分たちの社会的・
経済的・文化的・政治的な生活現実の問題としてとらえるような対話に学習
者を導くための手段や方法をさぐる」 (II-6) とある。「実施プログラム」で
は，「各国の人権情報・研修センターは，人権教育に取り組む中心的組織と協
力し，とくに以下の任務を遂行する」ことのひとつとして，「研修用教材を翻
訳したり，文化的に適合する形で取り入れたりすること」 (VI-61) を挙げてい
る。
各国が人権教育のための国内行動計画を策定することを支援するため， 1997
年に国連人権高等弁務官事務所が作成した「国連による人権教育のための国内
行動計画ガイドライン」では，人権教育が促進される 3つの次元（知識，価値
観・信念・態度，行動）のなかの「価値観・信念・態度」において，「人権を
大切にするような価値観，信念，および態度を育てることによって，人権文化
を促進する」 (I-13) 9) ことを，人権教育にとって必要な内容としている。
「人権教育のための世界プログラム第 1段階 (2005年-2007年）のための修正行
動計画」では，「C 人権教育活動の原則」のなかの一項目として，「異なる文
化的背景の中に根づいた人権の原則にもとづいて活動を進め，かつ各国の歴
史的および社会的背景を考慮にいれる」 (8-e) ことを要請している。「人権
教育および研修に関する国連宣言」においては，「人権教育と研修は，対象と
なる集団の特定のニーズや条件を考慮し，その集団にあった言語や方法によっ
て行われるべきである。」（第3条），「異なる国々の文明，宗教，文化，伝統の
多様性は人権の普遍性の中に反映されており，人権教育と研修はこれらを受け
入れて豊かになると同時に，そこからインスピレーションを得るべきである」
（第 5条第 3項） とさえのべている。
このように， 1990年代以降に国連で作成，採択された人権教育に関する国際
9) 「国連による人権教育のための国内行動計画ガイドライン」の日本語訳について
は， ［部落解放・人権研究所編 2003] に所収の日本語訳を参照。
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文書において，普遍的な人権文化を構築するためには，各国・地域の文化に基
づくことの必要性を当初から認識していた。しかし近年では，そこからさらに
前進して，ローカルの文化的資源を積極的に活用することが，人権文化をより
豊かにすることに通じる有効な手段であることを主張するまでになってきた。
それは，約20年に及ぶ世界各地における人権教育の経験とその共有の結果のゆ
えである。
2. 人権のヴァナキュラー化
「人権のヴァナキュラー化」という用語を初めて使用したのは，人類学者の
サリー・エンゲル・メリーである。彼女はそれを，特定のコミュニティにおい
て人権という脱国家的概念をローカル化または土着化すること JO), 国際人権思
想・規範・実践を流用してローカルに適用する過程］］），などと定義する。いわ
ば，ローカルにおける人権の「翻訳的適応」12)の過程ということである。
人権のヴァナキュラー化は，人権の実践を探究することを目的とする。すな
わち，「人権の概念と制度がどこでかつどのようにして生み出され，どのよう
にして普及し，そしてどのようにして日常の生活と活動を形成するのかに焦点
を合わせる。……人権の実施と抵抗の社会過程に焦点を当てる。……人権は良
き思想であるのかを尋ねる代わりに，それは，人権が形成する差異とは何かに
ついて探究」l3)することである。
国際人権保障システムと比較すれは，それが国家による国際人権規範の国際
的実施と国内的実施だけを考察するのに対して，人権のヴァナキュラー化は主
として国内のローカルなアクターによる草の根レベルにおける国際人権規範と
制度の土着化の方法や過程に注目する。言い換えると，それは「人権思想が世
10) [Merry 2006b] 39. 
11) [Levitt and Merry 2009] 445. 
12) 前川啓二は，伝統社会が「既存の文化形態により，外来の文化的所要素を「翻
訳」（読み換え）することによって，従来の観念や価値を半ば存続させながら適応
してきた」過程を「翻訳的適応」と呼ぶ［前川 2000]35頁。
13) [Merry, 2006b] 39. 
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界中の普通の人びとの意識の一部となる」14)具体的な事例に関心を持つ。もち
ろん，そこには人権の教育やトレーニングという人権普及の手段も含まれる。
一般的に人権のヴァナキュラー化は，国際人権保障システム（特に国際人権
NGOや専門家）→中間者・媒介者（特にローカルな人権 NGO)→グラス・
ルーツ（草の根の人びと）という過程をたどる。そのため，また，これらのア
クター間に存在する権力構造のゆえに，人権のヴァナキュラー化にはトップ・
ダウンの側面があることは否めない。このため，本来その研究が意図していた
国際人権の規範や制度をローカルで適合する媒介者の自発的な創意工夫を強調
するという側面が薄められ，そうした工夫が単なる上からの技術的方法論とし
て見なされる傾向がある。この点を克服するために，筆者は，人権のヴァナ
キュラー化の 2段階の流れを提唱した。第 1段階とは，国際人権保障システム
の担い手からローカルな人権NGOへと国際人権の規範や制度を伝達する，後
者が前者からそれらを受容する流れである。第2段階とは，ローカルな人権
NGOが自国（とりわけ草の根の現場）に国際人権の規範や制度を普及し，定
着化させようとする流れである。第1段階の流れは，国際人権NGOとローカ
ル人権 NGOのあいだに存在する権力関係を考えても，外発的なヴァナキュ
ラー化とならざるを得ない（もちろん，ローカルの人権NGOが国際人権規範
を積極的かつ内発的に取り込もうとする側面もある）。それに対して，第 2段
階の流れは，国際人権規範が草の根に理解されるようローカルの現場における
さまざまな文化的資源を積極的に活用する必要があり，そのための創意工夫は
内発的なものである。媒介者がローカルの文化的フィルターを活用し，それら
を批判的に取捨選択・再解釈して国際人権規範に応答していく第2段階の流れ
を「戦略的な人権のヴァナキュラー化」と筆者は名づけた15)。今後の研究にお
いては，この「戦略的な」側面をより強調する必要がある。そのため，本稿で
は基本的に，人権のヴァナキュラー化という現象はこの第 2段階の流れを指す
ものとする。
14) [Merry 2006a] 3. 
15) これらの点については， ［木村 2015] 第3章2節を参照。
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以上のことから，ローカルの人びとに人権の知識やスキルを伝え，態度を育
むために人権教育を実践する上で，ローカルの人びとに親しみのある文化的価
値観に適合させようとする創意工夫に，人権のヴァナキュラー化という現象が
典型的に見られる。そうしたローカルな文化的伝統を再解釈する努力に，人権
のヴァナキュラー化を推進するために必須とされる「土着的批判」16) (ロー カ
ルの厚い規範を人権の視点から見直すことができる知的能力）の痕跡を観察す
ことができる。その意味で，その目的のためにローカルな文化的資源をどのよ
うして有効利用するのかという点に，双方の共通点が見られる。いわば，人権
のヴァナキュラー化を推進する（および考察する）具体的な良き事例のひとつ
が人権教育（の実践）である。
第2章 カンボジアにおける人権教育
1. 人権教育の経緯
UNTAC人権部の上級人権担当官と国連人権センター・カンボジア事務所
の所長代行を経験したアジア人権委員会 (AsianHuman Rights Commission)のバ
ジル・フェルナンド代表は，カンボジアにおける人権教育を 3つのステージに
区分している。第 1ステージは難民キャンプ期，第2ステージはUNTAC期，
第3ステージは NGO主導期に分類している17¥
第 1ステージの難民キャンプ期は，人権教育がカンボジア国内ではなく，内
戦によって国内から逃れ，タイ国境の難民キャンプに定住したカンボジア難民
の要求に応えることから始まった。そのため，キャンプという特殊な場所と難
民という特定の対象という枠内での人権教育に限定された。しかし，カンボジ
ア人に対して初めて人権教育が行われたという点で，タイ国境難民キャンプは，
カンボジア人権教育の揺藍の地であったといえる。
難民キャンプでの人権教育に大きく貢献したのが，国連難民救済機関の依頼
16) [Gregg 2013] Chapter 3を参照。
17) [Fernando 1996]. この節は，その多くをフェルナンドの論文に負いながら，新
たに付け加えて書いたものである。
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を受けてオーストラリアから戻ってきた仏教僧のヨ・ホット・ケマカロ師で
あった18)。ヨ・ホット師は，国連国境救済事業 (UnitedNations Border Relief 
Operation: UNBRO)の 一 環として，人権教育カリキュラム『HUMAN
RIGHTS TEACHING CURRICULUM FOR CAMBODIANS』を作成し，そ
こで，人権教育に仏教の教えを取り入れる試みをすでに行い，カンボジアの市
民社会が緊急に必要としたことに役立つ内容も事例研究などを通して説明して
いた19)。
第 2ステージの UNTAC期には，カンボジア全土においてはじめて大規模
な人権教育が実施された。カンボジア和平のきっかけとなったパリ和平協定で
は，カンボジアの約束事として人権の遵守や尊重が規定され （第一文書第15条），
UNTACの責務として人権を尊重する環境の整備・促進 （第一文書第16条），そ
して， UNTACの任務の一部に人権の監視や人権侵害の調壺とともに人権教
育が盛り込まれた （附属文書一のE節）20)。こうした目的を達成するために設置
されたのが， UNTAC人権部であった。
こうしたパリ和平協定の規定に従って，国連が策定した人権教育の実施計画
が「UNTACに関する事務総長報告」21)に書き込まれた。そこでは，「人権教
育プログラムの開発と普及は，人権と基本的自由の尊重を助長する UNTAC
活動の成果を試す試金石」 (12節）だと位置づけており，人権に関する市民教
育プログラムの開発に当たっての留意点として，カンボジア人が広く利用しや
すいように「文化の差異に対する配慮 (culturallysensitive)」(13節）を要請して
いる。
人権教育の具体的活動としては，市民の人権プログラムの開発，初等・中等
学校での人権教育，大学レベルでの人権コースの導入，テレビやラジオを用い
た広報キャンペーン，基本的人権に関するリーフレットの配布などがあった。
18) [Poethig 2004] 200. 
19) カンボジアの人権僧と呼ばれるヨ・ホ ット師が作成した人権教育カリキュラムに
ついては，［木村 2007a]で詳しく紹介した。
20) パリ和平協定 （日本語訳）については， ［今川 2000] を参照。
21) [UN 1992]. 
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また，仏教僧，教師，警察官，司法関係者，行政官，医療関係者などの職業を
対象とした人権トレーニングも実施された。 UNTACの最大のミッションが
総選挙の成功ということもあり，選挙や民主主義に関する教育が人権教育の一
環として実施されたことが，内容的には特徴である22¥
「UNTACに関する事務総長報告」で，人権教育の目標として，カンボジ
ア人が「権利と自由が持つ内容と意義を十分に理解し，いつどのように権利と
自由を保護するのかを適切にする」 (12節）必要があるとのべているように，
この時期に行われた人権教育の最大の課題は，人権の概念をいかに理解しても
らうかであった。ローカル人権 NGOの人権教育担当者は，「人権？ なに，
それ？」という反応にしばしば出会った苦労話を語っている23)。国連ボラン
ティアとしてカンボジアの人権教育に携わったあるスリランカ人は，カンボジ
アの農民や市民は市民権や政治的権利のほとんどが耳慣れず，例えば，労働組
合をつくる権利の概念は奇異であり，裁判官を含む裁判所職員にも受け入れら
れなかったと報告している24¥
こうした状況下で試行錯誤をしながら，カンボジア国内のできるだけ多くの
人びとに人権教育の機会に接してもらい，人権の理解を少しでも促進できるよ
うに考案されたのが，寺院（ワット）の利用と仏教僧の協力であった。日本人
として唯一 UNTAC人権部の人権担当官として人権活動に従事した弁護士の
佐藤安信は，人権教育を推進するさいにはカンボジア人の精神的支えである仏
教が重要であり，仏教僧を通じて寺院を利用し，仏教の教えに人権概念を仮託
した教材を用いてセミナーを行ったとのべている。これは，人権担当官の 8割
が人権を普遍的な概念だと考える欧米人であり，その考え方がカンボジア文化
を無視する価値の押し付けだとの反発があり，そうした文化摩擦を乗り越える
方法として生み出されたという 一面があった25)。
22) UNTAC人権部による人権教育の詳細については，［マークス 1999], [木村
2007a]第I章を参照。
23) [荒巻 1994]168-172頁。
24) [スリニバサン 1999]47頁。
25) [佐藤 1995]73頁。
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こうしたカンボジア人の伝統的な精神的拠り所（仏教の教義，仏教僧，ワッ
ト）を活用した人権教育の効果が見られたことから， UNTAC人権部は，「仏
教は歴史的に見て，カンボジアにおける社会的権威の重要な源泉であり，人権
尊重を支持する多くの倫理的信念の基礎でもある」26)ことを認識するように
なった。
第 3ステージの NGO主導期は， UNTACの撤退後， UNTA人権部の後押
しで設立されたローカルのカンボジア人権 NGOが，自らのイニシアティブで
人権教育を展開していく 。パリ和平協定の第一文書第15条「カンボジア市民が
人権及び基本的自由を促進し及び擁護する活動を行なう権利を支持すること」
に，カンボジア人権 NGO設立の法的根拠がある。「UNTACに関する事務総
長報告」でも UNTACが人権教育プログラムを実施する上で，「現存する教育
行政組織」とともに地元の「非政府組織 (NGO)」との協力関係を持つことを
前提としていた (13節）。 事実，ローカル人権 NGOは人権教育カリキュラム
の作成に大きく貢献した。また，カンボジア人のカンボジア人によるカンボジ
ア人のための人権教育を実施し， UNTACと市民の架け橋となった。
1992年 5月以前には，カンボジア国内で活動する，カンボジア人によるロー
カル NGOは存在していなかった。 1994年までには， 100を越える様々な分野
の団体が結成された。そこには 27もの人権 NGOが含まれており，とりわけ
主要 5団体はきわめて活発に活動し， 17万人以上もの会員数を擁する団体も存
在した27)0 
26) [UNTAC 1993] 69. 
27) バジル・ フェルナンド「新生カンボジアにおける法と人権」［鮎京 ・四本 1994]
218-219頁。 フゲスは，カンボジアでその最初期に設立され，活動をリードしてい
る人権団体として，人権擁護・促進連盟 (Leaguefor the Promotion and Defense 
of Human Rights: LICADHO), カンボジア人権開発協会 (CambodianHuman 
Rights and Development Association : ADHOC), ビジランス (Vigilance), 人権
及び地域アウトリ ーチプロジェクト (HumanRights & Community Outreach 
Project : Outreach) , カンボジア人権研究所 (CambodianInstitute of Human 
Rights : CIHR) , クメール民主主義研究所 (KhmerInstitute of Democracy : 
KID)の6団体を挙げている [Hughes1998] 217。一般的には， KIDを除いた 5
団体が主要な人権 NGOである。ただし，現在，Vigilance,Outreach, CIHR /' 
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カンボジア人権 NGOは，いわば「国連の子どもたち」28)として登場したこ
ともあり， UNTAC人権部の 3つの任務・活動（人権の普及，監視，調査）
をほとんど継承する形で活度を展開してきた。その主な活動内容は， ① 人権
侵害の監視，② 人権研修，③ 人権意識の啓発，④ 法的支援，⑤ アドボカ
シー（政策提言） の5つに分類できる。人権教育に関わるのは，②と③である。
人権研修は，ほとんどの人権NGOが実施している。警察官，公務員，軍人な
どの法執行者， 一般市民，マイノリティ出身者，地方公務員など対象別に研修
をしているのが特徴である。人権意識の啓発については，テレビやラジオを活
用しての人権啓発，学校の教員を対象とした人権教育などが実施されている。
これらは，人権 NGOによって得意分野があり，対象別に割り振って担当され
てきた。人権 NGOは， UNTAC人権部を引き継いだ国連人権センター（現
在は国連人権高等弁務官）・カンボジア事務所と協力し，国連などの国際機関，
各国大使館，各国の政府開発援助などの支援を受けて活動してきた29¥
この時期，人権教育を実施する中で人権NGOが重点を置いたのは，新しい
手段・方法・カリキュラム・教材の開発だった。それは，カンボジア社会が急
激に変化していくことにともない，その変化の現実に対応しうる人権教育のプ
ログラムが要請されたためであった。手段としては，テレビ，ポスター，マン
ガなどのビジュアルがより利用されるようになった。人権教育の方法について
は，いわゆる参加型学習のアプローチが導入されることになった。教材に関し
ては，カンボジアの伝統文化や仏教を活用し，より多くの種類の人権をわかり
やすく説明する工夫がなされた。
このように，人権 NGOは人権教育に関して，時代や社会の変化，人びとの
ニーズに適した形で，柔軟に対応している。人びとの人権意識の向上や個別の
＼は存在しない。
28) マイケル・カービー（初代の国連カ ンボジア人権問題特別代表）による国連総会
第3委員愛での口頭発言 (1995年11月27日） [Hughes 1998] 212より引用。
29) [川村 1998]173-177頁。フゲスは，カンボジア人権 NGOの活動内容を，①
教育，② 訓練，③ 監視，④ 調査または苦情申立の受理という 4つに区分してい
る [Hughes1998) 227。
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深刻な人権問題に取り組む必要性から，人権に関する基礎知識からより実践的
に人権侵害に対処する具体的な方法へと，その教育内容が変化しつつある。
2. 事例研究ー一仏教を活用した人権の説明
カンボジア人権 NGOは，活動内容の力点の置き方をめぐり 2つの協議体
に分けることができる。 1993年に結成された「人権行動委員会」 (Action
Committee for Human Rights) に加盟する人権 NGOは「重大な人権侵害等に対
する直接的行動・介入（および，そのための調査・監視・訴訟）」に重点を置
き， 1994年に結成された「カンボジア人権調整委員会」 (CambodianHuman 
Rights Coordination Committee) に集った人権 NGOは「人権教育とトレーニン
グ」に焦点を合わせる30)。フゲスは，民主主義をもたらし，人権を尊重するた
めに採用されているカンボジア人権 NGOの2つの異なるアプローチとして，
① 「好戦的アプローチ」（平等な政治参加や政府機関の改革を要求するために，
当局と衝突する）と② 「神秘的アプローチ」（民主主義を育成し，人権を尊重
する基礎となることができると信じられている個人の道徳や態度を改善するた
めに，精神的で非暴力の方法をとる）を指摘し，この 2つは戦略の問題であり，
好戦的アプローチと神秘的アプローチの採用は状況に依存すると指摘する31)0 
人権行動委員会に所属する人権 NGOは好戦的アプローチ，カンボジア人権調
整委員会に属する人権 NGOは神秘的アプローチをとる傾向が強いと考えられ
る。
この 2つの協議体に所属する，またはこの 2つのアプローチをとるカンボジ
ア人権 NGOは，双方ともに人権教育を実施し，そこで仏教の教義を活用して
人権を説明している。ここでは，人権行動委員会に所属し好戦的アプローチを
とる立場から 2つの団体 (ADHOCとLICADHO), カンボジア人権調整委員
会に所属し神秘的アプローチをとる立場から 2つの団体 (CIHRとKBSC)
の事例を紹介する。
30) [Y onekura 1999] 138. 
31) [Hughes 2001] 539. 
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カンボジアで最初に設立された人権 NGOである ADHOCは，人権教育の
レベルを向上するため， 1997年に『HumanRights through Khmer Culture』と
いうブックレットを作成した。第 1章「人間の尊厳と人間の生命尊重の権利」
の最後に，「クメール文化の慣習や伝統には，人間の尊厳や人間の価値を尊重
し，尊敬するものが， しばしば見られる」と記している。その例のひとつとし
て，第 2章「生命に対する権利」で仏教の因果応報論を取り上げ，生命に対す
る権利の大切さを訴える。「ブッダの教えによれば，どのような生を受けるか
は，過去世において悪い行いをしたか良き行いをしたかによって決まる， とさ
れている。仏教やバラモン教では，『死とは人生の一時の休止にしかすぎない』
と言われる。他の所では，人間とは穴やかごに投げ込まれるボールのようには
かない存在であると言う。人間は生まれながらにして完成した，あるいは本当
の人間ではなく，知識，教育，道徳（良き行い）によって，完成された人間に
なる，とも仏教では説く 。さらに，ブッダは語る。『お互いに虐げるな。暴力
を使うな。そして互いに人を見下すな』。人がこれらの行為を犯したとき，そ
の人の生命は短くなるかもしれない。それは，年齢ゆえに死ぬのではなく，暴
力や復讐によって滅ぶことを意味している」。仏教の因果応報論はカンボジア
では馴染みが深い。この考え方によって，人権侵害が理解される傾向性が強い。
しかし，ここでは，現在の行為によって自分の人生を変えることができるとい
う仏教の原点に戻って再解釈している。ブッダが説く教えは生命の尊重を言わ
んとしているであり，現代的には生命の権利として注意を払うことの大切さを
のべている。良き行為として人権（生命に対する権利）の尊重を例示すること
で，仏教と人権の類似性を示そうとしている。
ADHOCとともにカンボジアを代表する人権 NGOである LICADHOは，
1997年に中高等学校の生徒を対象とした人権教育テキスト『人権」32)を作成し
32) このテキスト『人権』の原文はクメール語であるが，作成者である LICADHO
の元事務局長である VannSophathが英語に翻訳したものを，本人から直接いた
だいた。本稿ではこの英語版を使用した。英語版を提供していたたいた Sophath 
氏に感謝する。
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た。レッスン 6 「人権とクメールの伝統との関係」の第 I章「人権と仏教の関
係」では，「もし私たちが人権の普遍的な原則と仏教の原則を学べば，人権と
仏教は共通の原則を持つ」とのべた上で，その具体的な例として，世界人権宣
言と仏教原則との共通点を照らし合わせている。世界人権宣言第3条「生命に
対する権利」は五戒の教えの第 1「殺すなかれ」，第17条「財産権の保障」は
五戒の第 2 「盗むなかれ」に相似する。第10条「公正な裁判」と第11条「無罪
推定，遡及処罰の禁止」の原則に基づくあらゆる裁判は，仏教が説く 4つの偏
見（渇愛，眼，無知，恐怖）で判断されてはならないことを強調する。第5条
「非人道的な待遇又は刑罰の禁止」と第 6条「法の前における人としての承
認」は，仏が備える 4つの徳である「四無量心」 （慈．悲・喜・捨）に相当す
ると指摘する。最後に，「人権と仏教の原則は大変似通っており……人びとが
他人に害を及ぼす行動に関わることがないようにする」と結論づけている。
カンボジア人権調整委員会に所属し神秘的アプローチをとる立場の代表が
CIHRである。CIHRの目的は，「公共部門の変革，ジェンダーの平等，法の
支配とともに，人権，平和の文化，自由で公正な選挙，民主的制度，グッド・
ガバナンスを促進することで，カンボジアが民主的な社会へと成功裏に移行す
ることを手助け」することであり，その目的を達成するために 2つの哲学を持
つ。第 1は，「すべての人びととの対話」，「あらゆる種類の教育とトレーニン
グ」というアプローチの採用。第2は，「クメール文化と親密な関係にある伝
統的な仏教の教え」の活用であり，その中心は「カンボジアにおいて人権の文
化的基礎づけとなる寛容，非暴力，愛情，相互尊重という仏教の教義」であ
る33)。ヌー・カシー所長が「研究所は，他の多くの人権団体とは異なる顕著な
使命と哲学を持っている。私たちの第一の使命は教育である」34)とのべている
ように，カンボジア人権 NGOの中で最も「仏教の教えの文脈に人権概念を置
く」35)人権教育に力を注いでいる団体である。とりわけ，カンボジアの小中学
33) [CIHR 2000] 8-9. 
34) [Neou with Gallup 1997] 158. 
35) [Neou 2000] 303. 
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校の教員に対する人権教育に焦点を合わせている。CIHRによる「Human
Rights Teaching Methodology: HRTM」プロジェクトと呼ばれる学校におけ
る人権教育は，カンボジア政府（「教育・青少年およびスポーツ省」）との協力
で実施され，次世代の教育を通して，人権を再構築する伝統的価値「寛容，連
帯，愛，協力」を取り戻すことに主眼が置かれている。そのカリキュラムでは，
カンボジア人にとって親しみのある仏教の基本的な道徳の「五戒」を用いて人
権を説明する。「殺すなかれ」は生命の権利や拷問の禁止，「盗むなかれ」は財
産権，「淫らな行いをするなかれ」は女性の権利， ドメスティック・バイオレ
ンス，エイズ，子どもの権利といった国際的な人権基準を含んでいる。また，
「嘘をつくなかれ」を守るならば不正選挙などの違法行為には反対する，と
いった具合である36¥
カンボジアのクメール仏教協会 (KhmerBuddhist Society in Cambodia: KBSC) 
は，その使命を仏教僧とコミュニティの指導者を人権のアドバイザーや講師へ
と訓練すること」であり，「仏教僧とコミュニティの指導者のあいだに，人権
と仏教の原則との関係について目覚めることを促進」する活動を行ってきた37)。
その一環として， 1996年に国連人権センター・カンボジア事務所と協力して，
「TrainingCurriculum of Human Rights and Buddhism for Buddhist Monks 
and Civil Servant」という仏教僧と公務員を対象とする人権教育テキストを作
成した。そこでは， レッスン 1 「人間の価値と尊厳」で，「人間の尊厳」思想
の根源にはキリスト教の影響が見られるが，世界のさまざまな宗教はその誕生
以来，人権を「異なる方法で， しかしながら同じメッセージをもったものとし
て表現」してきたと指摘する。レッスン 3 「人権とは何か？」の末尾では，
「仏教とカンボジアの道徳概念は，すべての人間の尊厳を促進・保護してい
る」とのべる。そうした人権と相関関係にある仏教教義として， 五戒，四聖諦，
八正道，王の十法（王が守るべき十の原則），四無量心などが用いられている。
36) [Leang 1998b] 4, 1. 
37) U.S. Embassy, Latest Embassy News, U.S. Embassy Peace Resolution in 
Remote Province (May 25, 2006). 
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ここではその具体例として，四聖諦と八正道だけについて紹介する。レッスン
4 「人権と仏教」では，ブッダがさとりを開いたのち最初に説法したといわれ
る四聖諦を詳細に説明してから，八正道を世界人権宣言で規定されている人権
条項と比較している。第1の道「正見」（正しい見解）では，「すべての人間は
人権の尊重や侵害が何を意味しているのかを理解しなければならない」とのべ，
そのことを「人権の尊重」という善き行為は善き結果をもたらし「人権の侵
害」という悪しき行為は悪しき結果をもたらすというカルマ（業）理論で補強
する （世界人権宜言第 1条で確認）。第2の道「正思」（正しい思惟）では，他
人を中傷する，あるいはその誘惑に陥ることなく意見をのべること，正しい判
断力をもつ必要性を強調する（同第10条と第11条で言及）。第3の道「正語」
（正しい言葉）では，嘘，悪口，軽藩な言葉の使用を避けて，正しい言葉を使
うことが大切であることを指摘する（同第 7条，第12条，第14条で確認）。第
4の道「正業」（正しい行い）では，殺人，盗み，みだらな性行為をすること
なく正しい行為をしなければならないとのべる（同第 3条，第4条，第5条，
第17条で言及）。第5の道「正命」（正しい生活）では，法で禁止されている武
器，人身や動物の売買，違法な麻薬と毒物を防止・回避するべきだと説明する
（同第 4条，第23条で確認）。第 6の道「正精進」（正しい努力）では，善き行
為を持続し悪しき行為の習慣を捨てる努力をすることが重要であると指摘する
（同第 1条，第29条，第30条で言及）。第 7の道（正念）「正しい思念」では，
気づき（注意）をもって身・ロ・意による行為をなすことの大切さをのべ，気
づき（注意）は人権侵害をなくす最良の方法であると指摘する。第8の道「正
定」（正しい精神統一）では，権力の濫用や人権侵害を非暴力で平和的に解決
するために，正しい思考や行為ができるように訓練する必要があり，そのため
には教育が重要だと強調する（同第26条第 2項で確認）。レッスン10「社会
サービスの原則」では，四聖諦を，「苦」（問題の要因と要素を評価），「集」
（問題の原因），「滅」（問題の解決），「道」 （問題解決への道や戦略）と現代的
に捉え返し，「現在および将来の社会問題を解決するため」の手段・方法とし
て，四聖諦に従うことの必要性を強調する。
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カンボジアの仏教の教えに基づく文化的伝統の中心にある価値観ー一愛情，
尊敬，ケア，責任，赦し，忍耐，そしてその中核である慈悲ーーは，仏教僧と
家族を通じて世代間に継承されてきたという 38)。好戦的アプローチと神秘的ア
プローチをとる両方の人権NGOが，人権教育においてこうした仏教的な価値
や道徳を利用しているが，やはりどちらかといえば神秘的アプローチをとる人
権 NGOの方がより積極的であると見なせる。
なお，カンボジアの公教育（初等・中高等学校）においては， 1996年度より
道徳・市民教育の科目のなかで人権教育が実施されている。その背景には，カ
ンボジアの人びとは 9割以上が仏教徒であり，人権教育は宗教機関によって提
供される公式な宗教科目に匹敵すると見なされてきた点が大きい。人権概念は
クメール語と道徳・市民教育へ容易に統合され，生徒によっていくつかの仏教
原則に基づいて調和的に解釈されている。例えば，学校の授業では「五戒」が
保障する権利として，次のような内容が教えられている。「不殺生戒」は生命
の権利，奴隷的苦役からの解放，拷問の禁止，人身の自由，環境権。「不倫盗
戒」は財産権，プライバシーの権利，社会の安全。「不邪淫戒」は家族と個人
の安全，人間らしい扱い，人間の尊厳，家族の形成，夫婦の財産権。「不妄語
戒」は名誉権と人間の尊厳，公正な裁判，正しい情報へのアクセス。「不飲酒
戒」は健康の保障，自己の保護，尊厳ある生活39)。ただし，週2回の道徳・市
民教育で行われる人権教育は，平均して 1年間にその科目の中で 20のレッス
ンが教えられるが，純粋に人権に関するものは 1つだけである。そのレッスン
の期間，子どもたちはレッスンのペーパーを提出し，成績を得なければならな
いとされている40)。その意味で，公教育における人権教育は，仏教の教えを基
礎とした道徳教育に比重が置かれていると言える41¥
38) [Barnes 2000] 101-102. 
39) [Chin 2003] 46-47. 
40) [Yi, Pheng and Lowrie 2003] 63. 
41) 2003年度から実施されている「カンボジアの人権レ ッスン・プラ ン」では，例え
ば，第9学年（中学3年生）の道徳・市民教育の授業 (45分が2回）で 「ブッダの
ダンマ」というレッスンが行われている。このレッスンの「目的」は， ① ブッ ／
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3. 人権教育に仏教的価値を活用する理由とその評価
カンボジアの人権 NGOが人権教育で仏教的価値を活用してきた理由とし
て，次の 5点を指摘することができる。第 1に，カンボジアにとって人権概
念は異質であるという国内外からの批判に対する反論である。例えば，外国
からの批判に対して， ADHOCのトウン・サライ会長は，先に紹介したブッ
クレットの「序文」において次のように記している。「人権は豊かな国の人び
とにとってのみ当てはまる」，「人権原理は，西欧文明の国にだけ存在する」，
「カンボジアのような貧しい国には，人権原理は存在しない」，「人権は西欧
の国から輸入されたので，クメール社会ではなじまない」といったような批
判に対抗するために，「人権原理の存在は，西欧文明の文化にだけあるのでは
な<'世界中のすべての国にとって必要であり，また存在する。人権原理は，
各国の文化，文学，伝統，慣習そして宗教を通して現われる」ことを前提に，
「人権原理が，昔から私たちの文化にも存在したことを証明する」ことが，
ブックレットの意図することである。ヌー・カシーが「あるカンボジアに関す
る専門家は，カンボジアの文化と歴史には，階層化された権威主義的な伝統が
あるので，民主主義がここに根づくことはできないと主張した。しかし，私た
ちは，人権と民主主義を好む要素を突き止めてきた」と語っているのも同じ主
旨である。他方で，国内における批判としては， LICADHOによる中高生を
対象とした人権教育では，訓練前には 4割の生徒が人権はカンボジアにおいて
新しい概念で西欧起源だと考えていたが，訓練後は「人権がクメール社会と関
係があることに気づくようになった」と，ヴァン・ソファットは報告してい
＼ダの基本的な原則の説明，② ブッダの教えにある人権原則の確認，③ ブッダの教
えに従った人権原則の実践，を生徒に教えることである。「思想・良心の自由」と
いう人権概念を理解させるために，世界人権宣言第18条が関連資料として明記され
ている。「ブッダのダンマ」という教材では，四聖諦と八正道を基本にして無常，
無我，縁起，カルマ，三毒（貪．瞑．痴）について簡単に説明されている。しかし，
人権については一切のべておらず， レッスンの最後「Closing」で，教師が生徒に
対して，ブッダの教えに従った人権の実践に関連する格言またはスローガンについ
て考えるように求めているだけである。[Chin2003]の附属 (55-58)に，この
レッスンの教材が紹介されている。
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る42)。
前者の外国からの批判に対する反論は，東南アジアの政治的指導者が提唱し
たアジア的価値に対する批判ともなっている。これは， HRTMの責任者であ
るCIHRのリン・メンホ副所長が，「カンボジアには伝統的価値があるが，そ
こには『アジア的価値』と呼ばれるものがあるかもしれない。それらの内の多
くは国際人権基準と完全に一致する。私たちは，国際人権基準に反対したり，
浸食したりするためにではなく，そうした基準を支持し説明するために，実用
的に伝統的価値観を選択し，利用する」43)とのべている点にはっきりと見て取
れる。
第 2は，人権教育の方法論上の必要性である。すなわち，人権用語をそのま
ま使用するよりは，カンボジア人に親しみのある簡単な仏教的価値観を活用し
た方が効果的あるという経験から，その手法が積極的に取り入れられた。この
点について，ヌー・カシーは，「多様な教授方法をあれこれ考えた後，研究所
はカンボジアの文化と経験の視座から人権と民主主義にアプローチすることが
最も効果的であることを決定した。私たちは，国際人権規約が私たちの生徒に
とって異質であることを発見した。彼らは，これらの規約が何であるかを把握
せず，『人権』という言葉が彼らに積極的な共感を与えなかった。普通の人び
とのなかには，盗人や他の犯罪者を養うことと結びついている『人権』の思想
を憎むと言う人さえいた。したがって，私たちはカンボジアの伝統に人権と民
主主義を探し求め，私たちの教え方を人びとにとって親しみのあるテーマや話
と関連づけようとした」44)。その結果，「経験の長い軍人でさえも，仏教原則の
言葉で説明されたときに，人権を理解し承認することを私たちに語った。カン
ボジアにおける人権教育者にとって，多数の人びとが長年にわたって仏教を信
奉してきたことが，私たちの最大の資源であることは疑いがない」45)ことを強
調している。KBSCの人権教育テキストの作成に関わったイン・チボンは，
42) [Sophath 2001] 42. 
43) [Leang 1998a] 110. 
44) [Neou with Gallup 1997] 159. 
45) [Neou 2000] 304. 
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カリキュラムの作成において注意した点として，「仏教の教えに人権を取り入
れた方が人びとにとって理解しやすいため，仏教と人権の相関関係を強調す
る」ことであったと語った46)。
第3は，権利と責任の間のバランスをとることが必要だという認識である。
ある人権教育の場で，生存権や居住権などについて学び合ったさいに，「食べ
物や家が今すぐに目の前に現れるわけでもないし，人権って唱えても何の役に
立つんだ」という人びとの反応に対して，人権NGOのスタッフは「人権は魔
法のランプじゃあない……人権は活動のなかから確立されるものだ」と説明し
たという 47)。ヌー・カシーは，カンボジア社会は「伝統的に人間関係を権利よ
りは義務という言葉で表してきた。人間の義務という概念も自由と責任のバラ
ンスをとるために役立つ。権利はより自由と関係し，義務は責任と結びつくか
らである。自由と責任は相互依存している。……いかなる社会でも，自由が制
限なしに行使されることは決してできない。より自由を享受するためには，他
人だけでなく自分に対してもより多くの責任を持つことが求められる。適切な
バランスがなければ，無制限の自由は強制された社会的責任と同様に危険であ
る」48)とのべる。仏教的な価値や道徳は本来義務として説かれてきたが，それ
を権利とバランスをとる責任を育むために人権教育のなかで活用することが望
ましいという認識である。
第4は，カンボジアの緊急の課題として，人びとの心の復興が求められた点
である。カンボジアにおける社会派仏教徒の第一人者であったマハ・ゴサナン
ダ師は，カンボジアにおける20年以上の内戦は政治的指導者たちの仏教の無理
解・悪利用に原因があるとし，それを克服し平和を再建するためには，真の仏
教が理解されなければならないと指摘する49)。リン・メンホは， CIHRが
46) 筆者による IngChivornへのインタビュー (2007年10月30日， IngChivorn氏の
自宅にて）。
47) [荒巻 1994]169-170頁。
48) [Neou 2003] 52. 
49) [永井 1994] 2 -3頁。 マハ・ゴサナンダ師の次の言葉「平和の祈り」は，慈悲
の心の復典が平和の再建の第一歩であることを静かに訴え掛けている。「カンボ／
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HRTMを実施しようとした背景として，内戦とクメール・ルージュの蛮行に
よりカンボジア社会に浸透した「戦争と暴力の文化」を「平和と人権と非暴力
の文化」へと転換しなければ，カンボジアの将来の発展はないという危機感か
ら，カンボジアの明日を担う子どもたちにそうした重要な価値観や態度を習得
してもらうことが緊急の課題であると考えたとのべている50)。人権教育という
手段を通して，人権と類似する仏教の道徳で負の遺産を克服することが意図さ
れており，それが人権の尊重とも共鳴し合うという相乗効果も期待されている。
第 5は，人権の制度的側面が未整備であるために，人権の道徳的側面がより
強調されるという点である 51)。カンボジアでは，人権を保障する法（規範とし
ての人権），司法に代表される人権を保障する制度（制度としての人権）が適
切に機能しないことが多いため，人権を根底から支える道徳的価値に頼らざる
を得ない側面が見られるということである。リン・メンホは，「人権は，法・
制度・機構によって人間の尊厳を守るが，カンボジアではそうしたものが未整
備であり，また人権は要求・権利の主張だけに傾きがちである。そこで，教育
によるエンパワメントで人間の尊厳を守る必要性と重要性がある。人間の尊厳
は自分を大切にするところから始まり，そこから他人を大切にすることができ
る。そのためには義務や責任感を持つことが必要となる。それを育むのが教育
であり，また，ここにそうしたことを説く文化的伝統である仏教の出番があ
る」と語った52)。また， KIDのラオ・モンハイ元所長は，「カンボジアの伝統
文化，特に仏教や文学には，人権や人間の尊厳の要素が多く見られる。……人
間の尊厳は教育によって人びととエンパワーすることで自覚される。知は力で
ヽジアの苦しみは深い／この苦しみから偉大な慈悲が生まれるのです／偉大な慈悲は
平和な心を築きます／平和な心は平和な人を築きます／平和な人は平和な家庭を築
きます／平和な家庭は平和な町や村を築きます／平和な町や村は平和な国家を築き
ます／平和な国家は平和な世界を築きます／生きとし生けるすべてが／幸福で平和
に生きられますように」［マハ・ゴサナンダ 1997] 6 -7頁。
50) [Leang 1998b] 1-4. 
51) 人権の制度的側面と道徳的側面については，［深田 1999]105-111頁を参照。
52) 筆者による LeangMenghoへのインタビュー (1999年 9月1日，カンボジア人
権研究所にて）。
- 77 - (1955) 
関法第64巻第6号
ある。しかし，パーソナリティも大切である。自分だけでなく他人も大切にす
る。ここに，仏教の教えが必要とされる」と話した53¥
4. 人権教育の成果・影響
(1) 3つの人権 NGOによる特定の人権教育
1998年から2000年にかけて LICADHOによる中高生を対象とした人権ト
レーニングでは，約7000人の生徒が訓練を受けた。 2000年8月時点における調
査では，訓練後の生徒の変化として，次のような点が報告されている。「人権
は互いを尊重し，平和的に紛争を解決するように人びとを導くことを認識」，
「人びとは法律を尊重しなければならないことを認識」，「裁判所は窃盗で告訴
された人物を釈放または拘留する権限を行使することを明白に理解」，「人権は
カンボジアにおいて新しい概念ではなく，クメールの歴史と伝統に根を持つこ
とに同意」，「窃盗の容疑者を集団で殺害することは違法であり，その責任ぱ法
律によって処罰されなければならない」，「人権は法的に問題を解決し，平和的
に人権侵害に対処する知識を人びとに与える」。トレーニングを受けた生徒に
対する教員の観察によれば，「生徒が互いに人権の意味について説明できるよ
うになった」，「人権団体は泥棒や強盗を保護し自由にすることを信じることは
誤っていることを認識するようになっている」，「人権分野に関心を持ち始め
た」，「生徒間の暴力紛争が減少した」，「ギャングが消滅した」，「慎みをもって
互いに話し合い，道徳を尊重している」，「学校において無秩序が減少した」，
「大多数の生徒が学校の訓練を尊重しはじめた」，「教員に注意を払うように
なった」ことなどが報告されている54¥
1995年に開始された CIHRによる HRTMは， 2000末時点で，全国に 7万
人いる小・中学校の教員の約半数 (40%が女性）に実施され，カンボジアの
185地区のうち178地区を訪問し， 5443校のうち80%をカバーするまでになった。
53) 筆者による LaoMong Hayへのインタビュー (1999年9月1日，カンボジア民
主主義研究所にて）。
54) [Sophath 2001] 40, 42. 
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その成果として，「教員• 生徒ともに他人に対する態度が変化した」，「人権に
ついて話す機会が増えた」，「生徒は人権に関するレポートを書く」，「家庭で両
親に人権について話すようになった」ことなどが報告されている。もう少し具
体的なものとしては，「カンボジアの田舎では，女性がオートバイに乗るべき
でないという慣習があるが， HRTMのトレーニングで男女の平等について学
んだ女性が，自分の夫にそれを伝えたところ，オートバイを自分で運転させて
もらえるようになった」。また，「カンボジアでは伝統的に育児は女性の役割だ
と考えられているが， HRTMのトレーニングでジェンダーの平等を学んだ夫
が育児を手伝うようになり，妻が HRTMの受講にも専念できるようになっ
た」という実例が紹介されている55¥
2005年7月 1日から2006年6月6日にかけて， KBSCは在カンボジア・ア
メリカ大使館の援助を受けて「コミュニティの紛争解決に対する仏教徒の対
応」56)(Buddhist Response to Community Dispute Resolution) という人権トレ ー--/ 
グを実施し， 4、1-、15地区で，総数で305人（その内訳は，仏教関係者39人［仏
教僧は30人］，地区の役人18人，地区の警察官12人，郡の役人27人，郡の団体
26人，学校関係者40人，軍人 1人，村人112人［村長が93人で一番多い］，
NGO関係者3人）がトレーニングを受けた。トレーニング実施前の 5地区の
状況は，例えば，村々では法と人権の侵害，犯罪行為， レイプと性行為，売買
春土地紛争といった問題の知識に欠け，無頓着であった。そのため，紛争解
決には成功しなかった。政府機関やいくつかのNGOによるトレーニングを受
けても，紛争解決の力は不十分であり，再び紛争が起こった。古い態度や習慣
などによって法律を誤解していた。紛争の当事者に解決する意志がなく，今ま
でのやり方（例えば，村長による当事者への仲介による妥協）が正しい方法だ
と認識していたので，適切な制度で解決されない紛争が多かった。
5) [CIHR 2001] 8-9. 
56) このトレーニングのカリキュラムは，事例研究で紹介した KBSCによる仏教僧
と公務員を対象とする人権教育テキストを，対象者とその課題に合わせて改変した
ものであり，仏教と人権の相関関係についての説明はほとんど同じである。
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紛争解決プログラムのトレーニングの結果を 3段階で評価すると，優が49%,
良が32%, 可が19%であった。参加者は，コミュニティにおける紛争解決のた
めの十分な資源と多様な方法を身につけ，自信を持ったと報告されている。参
加者が学び変化した具体的体験として，次のような事例が挙げられている。
「（郡の女性団体の指導者）女性団体のメンバーによって解決した紛争では，
たいていの当事者は落ち着きを取り戻し幸せになる。紛争の解決方法は法律だ
けではない。仏教の規範も使うべきである。そうすれば紛争の解決は効果的で
ある。紛争の当事者を落ち着かせるためには，仏教のダルマも解決に使うべき
である。そうすることで，人は復聾と報復を捨て，兄弟のように仲良くなるか
らである。」，「（郡評議会のメンバー）私は紛争の当事者に紛争の原因について
話を聞く。そして妥協を求める。私たちはこれがよき結果をもたらすことを好
む。私の説明を通して当事者が法律について理解する。私はすべての妥協を推
進するに際して， しばしば人権や刑法とブッダの五戒について比較することを
する。」ある郡評議会のメンバーは村長と協力して， 4回会議を開いてトレー
ニングで学んだことを説明した。毎回の参加者は50-60人だった。さらに，家
庭内や売店で刑法，人権，暴力と土地問題について 5回のデイスカッションを
行った。その結果，村人は飼育している牛が他人の穀倉を食べないように牛を
繋ぎ留め，家庭内での夫の妻に対する暴力が減少したと報告している57¥
(2) 2種類のサンプル調査による総合的評価
1999年8月， ADHOCがイニシアティブを執って，他のローカル NGO, 国
連諸機関などの協力を得て，「人権の認識」 (HumanRights Awareness)に関す
るサンプル調査を実施した。「人権の認識」は，「権利」とは何か，それは人間
であるがゆえに誰もが持っているものであり，それら人権の種類を見分けられ
るか，といったことを意味している。UNTAC以降，主として人権 NGOに
よって， 7年近くにわたって実施されてきた人権教育の成果と課題を評価する
ことで，今後の人権教育の改善に役立てることが目的であった。カンボジアに
57) [KBSC 2006] Final Reports Activities. 
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おける初めての大規模な人権教育を評価した調査である。カンボジア全土から
約1400人のさまざまな立場（草の根，地方公務員，警察官，軍人，仏教僧，教
員学生）の国民（男77%, 女23%)が無作為に抽出され，面接調査で 4つの
大きな項目（人権原理，民主主義に関わる権利，女性と子どもの権利，人権の保護）
から 43の質問に答えてもらうという方法が採られた58¥
コンピュータを使用してデータ解析をした調査結果は，認識度の順に，「民
主主義に関わる権利」が89%, 「人権原理」が79%, 「人権の保護」が77%,
「女性と子どもの権利」が74%で，全体として80%という高い理解度を示し
た59)。 2つの項目に，興味深い結果が見られる。「人権原理」に含まれる 13の
質問のなかで正解率が最も高かったのが「権利と責任」に関する質問で，正解
の選択肢「すべての人はある種の責任を有する。彼や彼女は法律と倫理規則に
従うべきである」を選んだのは95%であった。 2番目に正解率 (94%) が高
かった質問は「人権の尊重」であった。この 2つの結果に対して，作成者は
「応答者は権利と責任を結びつけていたが，他方で，彼らは他人の権利の尊重
は非常に重要であるとも見なした」とのべ，それは，カンボジア人に対してな
された「人権教育プログラムの当然の結果であるかもしれない」と結論してい
る60)
もうひとつの項目「人権の保護」は平均正解率が77%であった。 9つの質問
のなかで「国際的な人権の保護を利用する可能性についての一般的な認識」の
調査内容として「世界人権宣言の理解」を調べる質問があり，正解率は79%で
全般的に認識度は高かった。 一方で，「市民の権利が1993年憲法で保障されて
いることの確認」するための質問であった「憲法の人権規定」については，正
解率が57%で「人権の保護」の平均正解率を20%も下回り， 9つの質問のなか
で正解率が2番目に低いという結果が出た61)。その理由についての分析はなさ
58) [Fernando 2000] 3-5. 
59) [Fernando 2000] 35-39. 
60) [Fernando 2000] 15, 17. 
61) [Fernando 2000] 30. 
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れていないが，カンボジアの人権 NGOが UNTAC人権部の後押しで設立さ
れ，国連や国際社会の人権活動（特に国際人権基準の遵守）に大きく影響を受
けてきたことの，人権教育分野における反映と見なすことができよう。
調査の結果，山積する課題も明らかとなった。最大の問題点は，人権が知識
としては理解されるようになったが，それを日常生活の上で行使されることが
あまり見られない， という点である。人権が侵害された時の救済手段を教えて
いくことが，今後の人権教育において主流を占める必要があると指摘されてい
る。それとともに，人権教育のプログラムが，クメールの歴史的・宗教的伝統
からインスピレーションと教訓を取り入れた文化的に適切な態度で実施される
ことが提案されている62)。
2つ目は， 2つのスウェーデンの NGOとスウェーデン国際開発協力庁の依
頼により， 6つのカンボジア人権 NGOが協力して実施した人権トレーニン
グ・コースのサンプル調査である。目的は，カンボジアの人権 NGOによって
実施されてきた人権トレーニングの妥当性と影響を評価することである。2000
年7月12日から 8月11日にかけて， 4人の訓練を受けた調査員が， 6つの人権
NGOのトレーニングの受講者に24項目の質問について面談調査を行った。合
計732人の応答者の内訳は，男69%で女31% , 18歳以上45歳以下で 3分の 2を
占める。教育水準は「学校に行かず」 4%, 「小学校卒」 46%, 「中学校卒」
33%, 「高校卒」 16.5%, 「大学卒」 1%。居住地は「遠隔地」が82%, 「都市
部」が18%。立場は「地方公務員（公務員，警察官，教員など）」が51%, 「一
般人」が49%という構成である63)0 
「態度と認識の変化」を調査する質問のひとつである「群衆殺人」（オート
バイを盗んだ泥棒が村人の集団によって殺されたという話）では，調査の応答
者に，この殺人行為が正しいか間違っているかが質問された。その際， 2つの
統制集団 ① 人権トレーニングを受けた集団，② 人権トレーニングを受け
たことのない集団ー一に同じ質問がなされた。結果として，正解率（殴打また
62) [Fernando 2000] 40-41. 
63) [Tevy 2001] 25-28. 
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は殺害に同意しない応答者）は，前者の集団が83%,後者の集団が79%であっ
た。応答者が群衆殺人に同意しない理由の内訳は，「人権侵害」と「人を殺す
権利は誰にもない」が52%, 「人びとは泥棒を司法へ送る必要がある」が42%,
「泥棒は他の人びとと同じように生きる権利を持つ」が7%であった。報告者
は「トレーニングを受けた人びとと受けなかった人びとの間の僅かな相違は，
トレーニングが重要だが劇的ではな<'少しばかりの影響があるという結論に
導く」とのべている64)。同じく「態度と認識の変化」を調べる質問のなかに，
すべての人権トレーニング・コースで表明されているという理由から，応答者
の間の知識の増大を試すための手段とされる「世界人権宣言」についての質問
がある。これは， 3つの選択肢 (A「世界人権宣言はすべての国によって宣言
された」， B 「それは民主的制度を持つ国によってだけ宣言された」， C「それ
は先進国だけによって宣言された」）から 1つを選ぶもので， 71%が正解 (A
の選択肢）だった65¥
「改善についての認識」を見る項目のなかの「トレーニング方法」について
の質問では，「コメントなし」が41%で最も高い割合であり，改善点として一
番多かった項目は「専門用語のより詳しい説明」で24%の割合を示した66)。
「概観と結論」では，人権トレーニングの「影響」として，「一般人，警察官
そして軍人は善悪についての自分たちの考え方を変えたという徴候がある。同
様に，これは地方の指導者と法執行者の態度と行為に影響も与えている。指導
者は，女性と子どもの権利が以前よりもより知られるようになっているので，
ドメスティック・バイオレンスが減少したことを示している。人びとは自分た
ちの権利をより知るようになり，誰かが他人の権利を侵害した場合に，自分の
64) [Tevy 2001] 31-32. 
65) 先に見たように ADHOCの調査では，同じ質問の正解率は79%だった。
ADHOCの調査は， 一般大衆 （トレーニングの経験者と未経験者含む）が対象で
あり，本調査はトレーニングの経験者が対象であった。ADHOCの数字の方が大
きいのは，その調査に問題がある可能性があると報告者は指摘する [Tevy2001] 
32-33。
66) [Tevy 2001] 37. 
- 83 - (1961) 
関法第64巻第6号
意見を主張することをあえてするようになっている」，世界人権宣言について
の質問に10人の内 7人が正解したことについて，「これはさらなるトレーニン
グが必要であることを示しいているが，それは，まもなく事実上すべての人び
とが自分たちの権利についての基礎的知識を持つであろうことも含んでいる」
と記している67)。
これら 2種類の人権教育の評価から言えることは，人権教育に関する国際人
権文書で謳われた「知識及びスキルの伝達ならびに態度の形成」について， 一
定程度の前進が明確に見られるということである。UNTAC人権部が活動し
ていた当時，人権について無理解であったこと（人権という言葉さえ聞いたこ
とがない人も多かった状況）から比べると，その後の10年間で，カンボジアの
人びとは人権の基礎的な知識やスキルの一部を身に着け，以前には見られな
かった（または忘れられてしまった）人権概念に相応しい態度を徐々に示しつ
つある68)。ダッフィは UNTAC人権部によってカンボジアに人権文化の基礎
が構築されたという 69)。UNTAC人権部が蒔いた人権文化の種を，カンボジ
アの人権 NGOが少しずつ育み， 一部は芽を出し始め， 一部は花を咲き始めた
が，その大部分は奮の状態であるといえようか。
法社会学者である六本佳平の表現を使えば，カンボジアの人権 NGOによる
人権教育の精力的な努力により，カンボジアの人びとは「権利意識」（実定法
で保障されている具体的な権利についての意識・知識・態度）をある程度持
ち始めたが，「権利観念」（権利という抽象的な思考枠組）の体得については
調査報告だけでは分からないが，ほど遠いというのが現状であろう。という
のも，六本が指摘するように，権利意識は法知識の普及や権利主張などによ
り比較的容易に広まり得るのに対して，権利観念はそれとは異質な文化に広
く根づくためには相当な期間にわたる複雑な過程を見る必要があるからであ
67) [Tevy 2001] 40. 
68) ヨ・ホット師は，「クメール語で『シテイマヌ ッツ』と言う『人権』は， 言葉と
してあるにはあったものの， 日々の生活ではほとんど使われない死語でした」との
べている［荒巻 1994]167-168頁。
69) [Duffy 1994] 98, 103. 
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る70)。この点は， ADHOCの調査で，応答者が95%という非常に高い割合で
「権利と責任」の強い相関関係に理解を示した点に垣間見ることができる。
六本は，権利意識と権利観念を検証する指標のひとつとして，前者は「紛争
解決の手段として裁判の利用回数」，後者は「権利実現のために法制度の整備
とその尊重」を挙げている71)。KBSCによる「コミュニティの紛争解決に対
する仏教徒の対応」という人権トレーニングの参加者の報告に見られるように，
（特に地方の村落における）紛争解決においては仏教の教えや仏教徒の解決方
法が重視され効果が出ていることを考えると，カンボジア人の権利意識につい
ても進展しつつあるのもの，いまだその萌芽形態と言えよう。それは，
ADHOCの調査で，今後の人権教育の最大の課題が人権侵害に対する救済手
段であることを指摘していた点にも見て取れる72¥
第3章 人権のヴァナキュラー化の視点から見た評価
カンボジアにおけるローカル人権NGOによる仏教を戦略的に活用した人権
教育が，人権のヴァナキュラー化についての研究における分析の視点から見て
どのように評価することができるであろうか73¥
第 1に，人権のヴァナキュラー化を推進するアクターとしては，主として
ローカルの人権NGOと一部の仏教僧を取り上げた。第2に，アクターのポジ
ショニングについて，ローカルの人権NGOは人権推進派，仏教僧は秩序維持
派と人権推進派に分けることができる。ただし，仏教界（サンガ）は与党であ
るカンボジア人民党との関係が深く，仏教僧は政治に関与することを避ける傾
向が強いので，人権推進派は少数派である74¥
70) [六本 1986]270-271頁。
71) [六本 1986]214頁。
72) ソファットは， LICADHOによる中高生に対する人権トレーニングの結果を分
析し，その課題のひとつとして，人権侵害の分析と法的手段を利用した効果的な紛
争解決方法の発見を促すカリキュラムの開発を挙げている [Sophath2001] 43。
73) これらの点については， ［木村 2015]第3章2節を参照。
74) この点については， [Edwards 2008], [Heng 2008] を参照。
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第 3に，ローカルな人権 NGOと仏教僧はともに「中間者」・「媒介者」とし
て，相互に協力しながら独自の役割を果たしてきた。ローカル人権 NGOは国
連人権機関などの支援やトレーニングを受け，それを多様な立場のカンボジア
人に教育・伝達する。仏教僧は人権 NGOと草の根の人びとをつなぐ身近な相
談役を務めてきた75)。ローカルの人権 NGOは仏教僧と協力することで伝統的
な権威を帯び，人びとの信頼を得やすい。逆に。仏教僧は人権 NGOから時代
のニーズに合った新しい知識を得られる。ローカル人権 NGOと仏教僧は，人
権のヴァナキュラー化を推進する鍵となる媒介者として人権を理解・促進する
ネットワークを構築してきた。
第 4に，ヴァナキュラー化の類型として，好戦的アプローチをとる人権
NGOは権利推進型（国際人権を保護・促進・充足する方向へのヴァナキュ
ラー化），神秘的アプローチをとる人権 NGOは折衷型（人権に対する肯定・
否定の両方を併せ持つヴァナキュラー化）と見なせる。同じローカルな人権
NGOでも，その方針などにとってヴァナキュラー化の類型に差異が見られた。
第 5に，ヴァナキュラー化の形態（国際人権とローカルな文化的価値観の融
合の範囲と程度）については，ローカルの仏教的価値観が国際人権思想に融合
したというよりは，人権規範がローカルの仏教的価値観に包摂されたという傾
向が強いハイブリッド化であったと位置づけることができる。
第 6に，人権のヴァナキュラー化を推進するさいに必要な土着的批判に関し
ては，部分的には成功している。過去に引きずられた「カルマ」による因果応
報論（これは人権侵害に対して泣き寝入りする原因となる）から未来志向のそ
れ（これは人権の理解・促進に通じる）へと再解釈した点に，その成功例を見
ることができる。しかし，全般的には人権に類似する仏教の教義を借用して人
権を説明する程度の方法論的手法に終始している76)。
75) 1995年1月に，サンガ，宗教省，国連人権センター・カンボジア事務所が9つの
カンボジア人権 NGOと協力して作成した「仏教僧のための人権トレーニング・
カリキュラム」においても，こうした人権 NGOと仏教僧の相互協力が説かれて
いる［木村 2007b]82頁。
76) [Marks 2005] 267-268を参照。
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第 7に，人権のヴァナキュラー化にともなうジレンマー一共鳴のジレンマ
（人権思想とローカルな文化的枠組みとの緊張関係）とアドボカシーのジレン
マ（人権の普及・促進の戦術と現状への変革との背反）77)一ーについては，次
のことが指摘できる。非敵対性や調和を重視する伝統的価値観の範囲内で人権
を伝える傾向が強かったため，多くの人びとに理解されやすかった一方で，個
人や集団のエンパワーによる権利の実現や社会の変革という側面までの影響力
が少なかった。この点について，神秘的アプローチをとる人権 NGOはカンボ
ジアが実情に合うとして評価する一方で，好戦的アプローチをとる人権NGOは
否定的であった（後者の点については，今後の課題として自己反省していた）78)。
以上の諸点から，カンボジアの人権教育において再解釈された仏教的価値観
に根ざした人権概念は，千葉正士が唱えた人権の「機能補完概念」（「それ自身
だけでは法意識として十分でないように見える権利意識を，実際の機能のさい
に補完して法意識として作用させる文化的概念」）として働いたと思われる79¥
それは，人びとを人権の知識へと誘う媒介的な役割としての影響力があったと
見なせるのではないだろうか。
おわりに
カンボジアにおいて人権 NGOが中心となって実施してきた人権教育は，
貫してカンボジアの文化的伝統である仏教に基づいた価値観の積極的活用を強
調していた。その特徴として，① 価値観が中心，② 非敵対的，③ 調和と相
互尊重の重視などがあることを見てきた。その意味で，カンボジアの人権教育
は，イェバンが提唱した 3つの「人権教育への異なるアプローチ」における
「文化的・社会学的」アプローチに区分できる80¥
77) [Levitt and Merry 2009] 457-458. 
78) 仏教に根ざした調和的な価値を重視するカンボジアの人権教育に対して，自律し
た個人による対審的な法的権利の主張という西洋のリベラルな人権観からの批判に
ついては，[Hughes 1998] 304-306, [King 2005] 140, [King 2012] 115を参照。
79) [千葉 1991]168頁。
80) このアプローチは，人権観が「国家と市民が相互に関わり合う価値および文化／
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平沢安政は，「日常生活の人権文化」（それぞれの土地や人びとに根付いた人
権の概念，人間の尊厳に関わる優先的価値，人権侵害のとらえ方など，独自性
と固有性をもった人権文化）と「世界水準の人権文化」（人権に関して国際的
に合意され，確立されてきた基準に象徴される普遍的な人権文化を相互に関連
づけ統合的に把握する視点）が，「普遍的な人権文化」の構築を目指す人権教
育にとって重要だと指摘する81)。この模範的かつ先駆的な事例が，カンボジア
における仏教という伝統的な文化的資源を活用した人権教育であると位置づけ
ることができる。また，その実践は，ローカルの文化的価値観を巧みに利用し
た戦略的な人権のヴァナキュラー化を推進した代表的な事例である。この点を
明らかにしたのが，人権のヴァナキュラー研究に寄与する本稿の意義がある。
そのため，そうしたカンボジアの人権教育の実践と教訓は，国連の人権教育
に関する決議や宣言に影響を与え，国連諸機関に参照されてきた。例えば， 10
年総会決議の前文に，「カンボジアにおける国連暫定機構を含む国連の平和社
会建設作戦での人権教育の経験を自覚」とある82)。また，国連開発計画
(UNDP)の『人間開発報告書＿人権と人間開発』 (2000年版）では，「挑戦す
べき目標は，すべての人が人権意識をもち，意欲的にかかわる文化を創ること
である。多くの国が独創的なやり方で，人権問題を教育に取り入れている」と
のべた上で，その具体的事例のひとつとして，本稿でも触れた CIHRによる
教員を通じた学校での人権教育を紹介している83)。さらに， 2012年12月に人権
理事会に提出された「人類の伝統的価値観のより良き理解を通じた人権および
基本的自由の促進に関する人権理事会諮問委員会の研究」84)において，「伝統
的価値観を通じた人権の促進と保護」の「グッド・プラクティス」として，
＼的規範」，目標が「人権の原理と価値に基づく文化をつくろうというニーズについ
て人びとの意識を高める」，特徴が「人権概念の土着化」・「人権の対立的次元を隠
す」などとなっている「生田 2005」17頁（表0-1) を参照。
81) [平沢 2005]25-26頁。
82) 10年総会決議の日本語訳については，アジア・太平洋人権情報センターのウェブ
サイトを参照。http://www.hurights.or.jp/archives/ promotion-of-education/ 10.html 
83) [横田他訳 2000]15-16頁。
84) この日本語訳については， ［角田・市原・木村 2014] を参照。
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CIHRによる教員を通じた学校での人権教育を取り上げている （パラグラフ
69)。
施光恒は，「文化的文脈に依存する利益は各社会によって異なる。それゆえ
各社会は，共通の核を有しつつも，それぞれ特徴のある型を備えた人権の構想
並びに制度を構築することとなる。結果として，人権制度は単一のものではな
く，複数の型のものが並立すると考えられるようになるだろう」85)と予測する。
この予測を人権教育の分野に当てはめれば，国連で定義された人権教育の中心
となる定義である「普遍的な人権文化の構築」は，単一の干乾びたものではな
く，多様な彩りをもった人権文化が創造されるということになる。その意味で，
カンボジアの人権NGOが実施してきた仏教教義を媒介とした人権の翻訳的適
応を通した人権教育は，カンボジア的な色彩を添えたユニークな人権文化の構
築，戦略的な人権のヴァナキュラー化であると言えるだろう 。それはまた，
「人権のローカルな解釈と文化的正当化を織り込んだ人権教育が，人権文化と
市民社会の構築を成功させることにとって重要である」86) ことを示す格好な事
例である。
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